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緒   言 

 1999 年秋，突然ニューヨークで流行したウエストナイル

ウイルスによる感染症は，翌年以降瞬く間にニューヨーク

州から他州へと流行地域が拡大した．発病した患者は，ア

メリカだけではなくカナダでも確認されている． 

 また，2002 年 11 月に中国広東省からはじまり，2003
年２月に香港でその感染が急速に拡大し，ハノイ(ベトナ

ム)，トロント(カナダ)，シンガポールにも及んだ重症急性

呼吸器症候群(Severe Acute Respiratory Syndrome，SA

RS)のアウトブレイクは国内への伝播が懸念された．一方，

国内においては特にインフルエンザや麻しんなどその発生

が注目されており，これらの一般感染症や輸入感染症に対

してその動向に特に注意を払う必要がある．さらにバイオ

テロリズムの危険性をも考慮しておく必要がある． 

 感染症アウトブレイクの発生を未然に防止し，その危険

がある場合には迅速な対応ができるよう，平常時より感染

症の発生動向を速やかに探知し対応することが可能な管理

体制を確立する必要がある．そのためには感染症発生動向

調査により集積された情報を可能な限り速やかに提供する

とともに，その情報がより簡便に利用できることが求めら

れる．そこで感染症発生動向調査データベースを Web サ

イト上に作成し，インターネットを利用して容易に情報入

手が可能なシステム「Web 版感染症発生動向調査」を開発

した． 

 

感染症発生動向調査の概要 

 感染症発生動向調査とは，感染症の予防と蔓延防止の施

策を講じるため，感染症の情報を収集し，その内容を解析，

公表する事業として「感染症の予防及び感染症の患者に対 

する医療に関する法律」に定められており，「感染症発生

動向調査事業実施要綱」が通知され、この要項に基づいて

全国的な規模で実施されている． 

 この事業では，全国の保健所，地方感染症情報センター

(地方衛生研究所等)，国立感染症情報センター(国立感染症

研究所)を結ぶコンピュータネットワークが構築され，厚生

労働省が提供する「感染症発生動向調査システム」を利用

して患者の発生状況および病原体の検出状況がオンライン

で交換されている．東京都感染症情報センターでは，都内

の医療機関から保健所へ報告された感染症の患者発生情報

を集約したうえ，表，グラフ，コメント等を掲載した「東

京都感染症週報」(図 1)を発行し関係機関および都民に向け

た情報提供を行っている．  

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 

 

図１．東京都感染症週報（表紙） 

＊東京都健康安全研究センター微生物部病原細菌研究科 169-0073 東京都新宿区百人町3-24-1 
＊Tokyo Metropolitan Institute of Public Health 

3-24-1, Hyakunin-cho, Shinjuku-ku, Tokyo, 169-0073 Japan 
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 一方，インターネットの普及はこの数年で急速に進み国

内のネット人口は 5645 万人を超え，世帯普及率は 48%あ

まりでほぼ半数になった．また，ネットを利用している人

が世帯に1人でもいる世帯浸透率は73%にも上っている 1)． 

 感染症発生動向調査で収集，解析した情報を普及の著し

いインターネットを利用して提供することは，その迅速性

のうえで非常に効果が高いと考える． 

 

システムの概要 

１．システムの構成 

 インターネットを利用した情報提供を行うことを前提に

し，東京都健康安全研究センターが開設している Web サ

イトに本システムを構築した(図 2)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．Web 版東京都感染症発生動向調査(トップページ) 

 

 対象とする感染症は法第 14 条第 1 項に規定する四類感

染症(四類定点報告疾患)とした．これらの感染症はその患

者数が定点医療機関から毎週報告されるが，性感染症およ

びペニシリン耐性肺炎球菌感染症，メチシリン耐性黄色ブ

ドウ球菌感染症，薬剤耐性緑膿菌感染症は月単位で報告さ

れる(表 1)． 

 システム構成の概略を図 3 に示した．「感染症発生動向

調査システム」で報告された患者数を Microsoft Access®

のデータファイルとして取り込んだ後，データベースサー

バに転送し格納する．利用者はこの情報を Web ブラウザ

を利用して入手するシステムとした． 

 デ ー タ ベ ー ス サ ー バ は 基 本 シ ス テ ム (OS) に
Linux(Redhat Linux 7.3)を採用し，Web サーバに Apache

を，アプリケーションサーバに TOMCAT(Java Servlet)
を，開発言語に Java(SUN JDK 1.4 以降，IBM JDK 1.3

以降）を，データベース管理システムには Postgre SQL を

使用した．システム開発には原則としてオープンソースソ

フトウェアを利用した．オープンソースソフトウェアはメ

ーカが独占的に開発する市販のソフトウェア製品とは異な

り，インターネットを通じてボランティアで開発，改良す

るという方針を前提に，ソース(プログラムコード)がイン

ターネット上に公開されているソフトウェアで，通常無料

で使用できることから開発コストの抑制を図ることが可能

となる． 

 

表１．法第 14 条第１項に規定する四類感染症 

     （四類定点報告疾患） 

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．システムの構成 
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 利用者(クライアント)側のインタフェースはWebブラウ

ザとし，プログラム作成時に，ActiveX,DHMLなどの開発

元に依存する特殊な機能を排除するとともに，ブラウザ間

の違いを考慮して，Windows,Mac,Unix の Internet 
Explorer(IE)5.0 以降ならびに Netscape 4.7 以降で利用で

きるシステムを作成した．また，システムはサーバで動作

する仕組みとし，Web ブラウザ以外にクライアント側に処

理を要求しないシステムとした． 

 

２．Web版東京都感染症発生動向 

(1) 男女別集計表 

 図 4-5 に例を示した．週単位報告対象疾患について東京

都全体および保健所別に患者報告数を一覧表で表示する．

初期状態では最新週の情報が表示されるが年と週を選択す

ることにより他の週の情報を表示することができる． 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
図４．男女別集計表（東京都） 

 
(2) 年齢階級別集計表，保健所別集計表 

 図 6-7 に例を示した．四類定点報告疾患すべてについて

年齢階級もしくは男女別に患者報告数を一覧表で表示する．

初期状態では最新の週(月)が表示される． 

(3) 医療圏別集計表 

 図 8 に例を示した．月単位報告対象疾患について患者報

告数を一覧表で表示する．初期状態の表示は(2)と同様であ

る． 

(4) 推移グラフ 

 図 9 に例を示した．対象疾患と年，週(月)を選択するこ

とによりグラフの表示が可能となる．また，前年もしくは

任意の年の推移も同時に表示でき，比較が可能である． 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

図５．男女別集計表（保健所別＜葛飾区＞） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６．年齢階級別集計表（東京都） 

 

(5) データのダウンロード 

 利用者が独自に情報の集計，解析ができるように東京都

全体もしくは保健所ごとのデータのダウンロードが可能と

なっている．ダウンロードデータは CSV 形式とし、

Microsoft Excell などの表計算ソフトへ読み込んで利用で

きるようにした(図 10，表 2)． 
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図７．保健所別集計表 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

図８．医療圏別集計表（２次医療圏） 
 
 

システムの効果と今後の課題 

 感染症発生動向調査は「感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律」（感染症法）に基づき実施さ

れているが，十分な危機管理体制を確立するうえでこの発

生動向調査を強化することはいうまでもない． 

 一方、平常時の感染症の発生動向を的確に把握し，状況

の変化を少しでも早く探知し、異常があった場合には速や

かに対応できる体制を構築しておくことが感染症による健

康危機事例に対応するうえで重要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９．推移グラフ（手足口病） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10．データのダウンロード 
 

 

 従来，感染症発生動向調査で収集，解析した情報は感染

症週報として印刷されたものを発行しており，Web サイ

トへの掲載も pdf ファイルの形式であった．そのうえ週報

の発行までに保健所からデータが送信されてから１週間の

期間を要しており，これらの点を改善する必要があった．

本システムでは保健所から報告された情報を当日中に掲載

することが可能となり，また，掲載された情報をダウンロ

ードすることにより独自の解析処理ができること等の効果

が認められた． 

 今後，1～3 類および４類(全数把握対象)感染症の情報を

掲載するとともに，複数年にわたる推移グラフの表示，地 

理情報システム(GIS)と連携したマップの表示等の表示コ

ンテンツの追加，利用者がより簡便に使用できるよう，操

作性の改善についても検討する必要がある． 

 なお，本年度には感染症法の改正が予定されており，こ

の改正への対応については，最優先で取組む必要がある． 
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表２．ダウンロードデータの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，本システムはオープンソースソフトウェアを使用

することにより開発と運用経費を従来より大幅に低く抑え

ることが可能となった．このオープンソースソフトウェア

の他のシステムへの応用も同時に検証したい． 
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